令和　　年　　月　　日
申請書
国土交通大臣 殿
申請者　　住　所　　○○○○○○○○○○
商　号　　○○○○○○
代表者　　○○　○○
下記の事項の証明を願いたく、必要書類を添付の上、申請いたします。
　なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。
記
１．別紙第１項に記載する者が以下のいずれにも該当する者であること。
一　不動産特定共同事業法（平成６年法律第77号）第２条第11項に規定する適格特例投資家限定事業者であること。
二　地方税法（昭和25年法律第226号）附則第11条第12項に規定する不動産特定共同事業契約に基づき営まれる不動産取引に係る業務の全てを宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第２条第３号に規定する宅地建物取引業者に委託する者であること。
２．別紙第２項に記載する家屋の用途が、地方税法施行令（昭和25年政令第245号。以下「施行令」という。）附則第７条第21項に規定する〇〇であること。
３．別紙第２項に記載する家屋について行う増築、改築、修繕又は模様替の工事（当該工事と併せて行う家屋と一体となって効用を果たす設備の取替え又は取付けに係る工事を含む。以下「増築等の工事」という。）に要した費用の額（当該増築等の工事の費用に充てるために国又は地方公共団体から補助金等（当該増築等の工事を含む工事の費用に充てるために交付される補助金その他これに準ずるものをいう。）の交付を受ける場合には、当該増築等の工事に要した費用の額から当該補助金等の額を控除した額。）が、千万円又は当該家屋の取得価額の百分の一に相当する額のいずれか多い額を超えるものであること。
（注）家屋の用途については、下記のうち、該当するものを記載すること。

住宅、事務所、店舗、旅館、ホテル、料理店、駐車場、学校、病院、介護施設、保育所、図書館、博物館、会館、公会堂、映画館、遊技場、倉庫
（別紙）
１．家屋を取得した者
商号又は名称：
本店又は主たる事務所：

代表者氏名：
２．家屋
	主である建物の表示
	所　　　　在
	家屋番号　　
	種　類
	構　　造
	床　面　積

	
	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　　㎡


	附属建物の表示
	符　号
	種　類
	構　　造
	床　面　積

	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　　㎡


（区分建物の場合）
	一棟の建物の表示
	所　　　　在
	建物の名称
	構　　造
	床　面　積

	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　　㎡


	専有部分の建物の表示
	家屋番号
	建物の名称
	種　類
	構　　造
	床　面　積

	
	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　　㎡


	附属建物の表示
	符号
	種　類
	構　　造
	床　面　積

	
	
	
	
	

	
	登記簿面積合計　　　　　㎡


（注）上記家屋が建築中又は建築予定である場合には、「構造」等の欄に「建築中」又は「建築予定」と記載すること。
